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1. はじめに 近年，補強土壁工法において摩擦抵抗を十分に見込める

砂質土系の良質な盛土材の大量入手や不良な現場発生土の処分用地の

確保が困難な状況であり，コストの観点からせん断抵抗角の小さい細粒

分を多く含む現場発生土を利用することが検討されている．その方法と

してセメント系固化材による処理が実際に適用されているものの，固化

処理土の強度特性を考慮した設計体系になっていない．本研究では，固

化処理土の帯鋼補強土壁工法における盛土材としての有効性を実験的

に検証することを目的とする．本文では，著者らが開発した室内引抜

き試験装置 1)を用いた引抜き試験により，平滑補強材を用いた場合の

引抜き抵抗に及ぼす引抜き速度および補強材の敷設長さの影響を検討

するとともに，新たにリブ付き補強材を用いた場合の引抜き抵抗特性

について，平滑補強材との挙動の比較，固化材添加量等を変えた条件

での一軸圧縮強さとの相関性の観点で検討した． 

表-1 試料土の土質性状 
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2．固化処理土中に埋設した補強材の引抜き抵抗特性 表-1 に実験に

用いた試料土の物理特性を示す．帯鋼補強土壁工法では通常細粒分含

有率Fc≦25 ％の盛土材料を用いることを原則としている．今回用いた

4 種類の試料土はFcの基準値を超過しているため固化処理の適用対象

とした．固化材としては，一般軟弱土用セメント系固化材を適用した．

引抜き試験には著者らが開発した引抜き試験装置を使用した．試験装

置の詳細は文献 1)を参照されたい．土槽には所定の初期含水比w0と固

化材添加量Qcで調製した未処理土または固化処理土を充填する．試料

のw0 は液性限界付近に設定した．土槽に補強材を敷設し，試料土を充

填した後，所定の上載圧σvを加えて圧密した．圧密終了を確認した後，

固化処理土の場合には所定期間，恒温恒湿状態で養生後，上載圧載荷

状態で引抜き試験を行った．補強材の引抜き力Tと引抜き変位ΔLを測

定した．補強材の引抜き速度vは 0.12～1.20 mm/minの範囲とし，ΔL

が 10 mmに達した時点で試験を終了した． 

3．引抜き試験結果と考察 引抜き率δ (ΔLを初期敷設長L0 で除した

ものを百分率で表した値)と引抜き抵抗τ (Tと引抜き時の補強材の断面積より算出した補正値)を用いて，図-1 に

川上シルトに平滑およびリブ付補強材を用いた場合のδとτの関係を示す．固化処理土からの平滑補強材の引抜き

試験においてτは，引抜き開始後急激に増加し，わずかなδでピーク値τmaxに達した．τmaxの発現後は急激に減少

して脆性的な挙動となっているが，これは補強材と固化処理土との定着部がほぼ剥離状態となり，補強材表面を滑
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Qc  = 60 kg/m
3

Tc  =   3  day

σv =   0  kPa

図-1 平滑およびリブ付補強材の 

引抜き挙動 
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図-2 引抜き抵抗差と引抜き率の関係 

3-259 土木学会第63回年次学術講演会(平成20年9月)

-517-



0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0
0

20

40

60

 

引
抜

き
抵

抗
　

τ
(k

P
a)

引抜き率　δ(%)

中山砂質土

Qc=50kg/m3

Tc=1day
　　　補強材敷設長　

 　35cm
 　60cm

図-3 補強材の敷設長の影響 

動したためと考えられる．また，未処理土からの平滑補強材の引抜き試験

では，引抜き後急激にτが増加し，固化処理土よりもわずかなδでピーク

に達した後，τは減少しないまま残留状態に移行している．これより，平

滑補強材と未処理土との境界面において土粒子が引抜き時に滑動・回転を

起こし，引抜き抵抗が発揮されないためであると考えられる．次に固化処

理土からのリブ付補強材の引抜き試験では，引抜きに伴ってτは急激に増

加し，δ= 0.1 %あたりで次第に緩やかな上昇になり，その後もτは上昇

を続けた．これは補強材と処理土との定着部が剥離した後もリブの効果

（抵抗）が発揮され続けたためだと考えられる．また，未処理土の場合，

τはリブ付補強材を引抜き後急激に増加し，固化処理土同様にδ=1.0 %

あたりから緩やかに引抜き抵抗は上昇した．しかし，セメンテーションの

影響がないため，固化処理土より抵抗は小さい．次にリブ付補強材と平滑

補強材のτの差Δτと引抜き率δの関係を図-2 に示す．引抜き率初期段

階では付着力の発現からΔτに差はみられない．しかし，δ= 0.05 %付近

から差が出始め，0.1%以降ではその差が顕著である．これは固化処理土で

リブの効果が発揮されやすいことを示しており，本試験装置を用いて固化

処理土の効果およびリブ付補強材の効果が確認された． 
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次に，処理土中の補強材の引抜き特性に及ぼす補強材の敷設長L0の影響

を調べた．図-3に川上シルトの処理土に平滑補強材を用いた場合において

敷設長L0を35㎝，60㎝の2通りに変化させた条件でのδとτの関係を示す．

τmaxおよびTの残留値は35cmと60 cmはほぼ同等の結果となった．また，せ

ん断挙動の特徴として敷設長35 cmに比べて60 cmの方がτmaxは引抜き率の

早い段階で現れた．補強材の引抜き率に対する抵抗の増加の様子を明確に

することは補強材長の設計において重要であるので,今後敷設長の異なる

試験ケースを増やし，さらなる解明が必要である．図-4に処理した川上シ

ルトを用いてvを変化させた場合のδとτの関係を示す．いずれのvにおい

ても引抜き開始から急激にτが増加し，τmaxの発現後は急激に減少して定

常状態となっており，せん断挙動における変化は見られなかった．τmaxを比較しても，最大でも7.1 kPa程度の差異

しか現れなかった．引抜き速度の増加に伴い引抜き抵抗は増加するものの，その影響は小さいと考えられる． 

図-4 引抜き速度の影響 
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図-5 平滑補強材の最大引抜き抵抗と 

一軸圧縮強さの関係 

固化処理土の強度評価は一般に一軸圧縮強さ quを用いて行われ，引抜き抵抗の発現度合いを quから目安をつけら

れることは工学的に有益である．処理土の quと平滑補強材およびリブ付補強材のτmaxとの関係を図-5に示す．リブ

付き補強材を用いた場合においても，quとτ maxの間に相関が認められ，図中に近似式を示した． 

4. 結論 本研究で得られた知見を以下にまとめる． 

(1) リブ付補強材を用いた引抜き試験から，リブの効果は固化処理土で顕著であり，脆性的な挙動が改善され，引

抜き抵抗も増加する． 

(2) 補強材の敷設長が最大引抜き抵抗へ及ぼす影響は小さいが，敷設長が長い方が小さい引抜き率で引抜き抵抗の

ピークが現れる． 

(3) 引抜き速度の増加に伴い引抜き抵抗は増加するが，その度合いは小さい． 

(4) リブ付き補強材の場合においても，処理土の最大引抜き抵抗と一軸圧縮強さの間には相関性が認められる． 
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